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2026年度北海道取組方針 2025年度北海道取組方針 改正趣旨

１ 基本的な考え方
地域医療構想については、今後の人口減少や高齢化

の進行を見据え、地域の実情を踏まえつつ、必要な医
療機能が確保されるよう、これまで各構想区域の地域
医療構想調整会議において、議論を重ねてきたところ
であるが、昨今の物価高騰などの影響により、医療機
関の経営が大変厳しい状況にあるほか、医療に限らず
幅広い業種で深刻な人手不足に直面しているなど、医
療従事者の確保がより厳しさを増していることから、
新たな地域医療構想策定に向けた議論も踏まえながら、
限られた医療資源を有効に活用した、効率的で持続可
能な医療提供体制の確保を図る取組をより一層進めて
いくことが重要である。

２ 2026年度の取組方針
（１）重点課題
地域が置かれている状況に応じ、引き続き、「重点

課題」に関する今後の工程について共有が図られ、各
医療機関の具体的な取組が進むよう議論を促していく
とともに、「地域医療構想調整会議協議会」において
検討状況の共有を図る。
また、各地域医療構想調整会議においては、2025年

の病床数の必要量を参考としつつ、病床機能報告や意
向調査の結果等を確認しながら、重点課題に関する取
組状況の評価や今後の方向性に係る議論を深め、その
結果を地域医療構想推進シートにとりまとめる。
なお、2026年以降も、2040年に向けて高齢者人口

が大幅に増加していく札幌圏や、中核的病院の建替が
検討されている圏域などは、2040年頃を見据えた中長
期的な視点に基づき検討する必要がある。
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2026年度北海道取組方針 2025年度北海道取組方針 改正趣旨

（２）国の取組への対応
重点支援区域や再編検討区域、モデル推進区域など、

地域医療構想を進めるための国の取組に対し適宜対応し
ていく。
また、国では、PDCAサイクルを通じた地域医療構想

の推進や各医療機関の対応方針の速やかな策定又は検
証・見直しを求めていることから、毎年度実施している
「意向調査」の提出が 100％となるよう引き続き協力を
求める。

※道では「意向調査」 （公立・公的医療機関は各プラン
も合わせて）により各医療機関 の「対応方針」を把握
することとしている

（３）複数医療機関による再編事例の共有
国のモデル推進区域や重点支援区域、地域医療連携推

進法人の設立により、複数医療機関による再編を進める
圏域の取組や回復期病床の転換の先進事例について、
「地域医療構想調整会議」や「地域医療構想調整会議協
議会」において情報共有するとともに、重点支援区域の
選定について調整会議において合意が得られた圏域があ
る場合は、国に申請をし、選定を働きかけていく。
また、再編の検討の初期段階における複数医療機関の

再編を検討する区域については、国の支援を活用できる
よう、必要に応じて、随時、再編検討区域の支援につい

て、国へ申請を行う。
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2026年度北海道取組方針 2025年度北海道取組方針 改正趣旨

（４）医療データ分析センターの活用
電子レセプト情報等を活用した受療動向等の分析を

行う「医療データ分析センター」において、地域医療
専門委員会や各圏域の調整会議で活用可能な資料を作
成し、更なるデータ分析の活用を図っていく。

（５）構想区域の見直し
2024年3月に策定した医療計画の策定過程において、

二次医療圏の設定について検討した結果、二次医療圏の
統合等により、全体として医療提供体制が向上すると
いった明確な変化が見られないことから、現状維持する
こととしたが、「地域医療構想に基づく構想区域を単位
として、医療機関間の機能分化・連携の議論を進めてい
ることから、令和８年度以降の新たな地域医療構想の策
定に向け、都市部への医療資源の偏在を加速させること
のないよう留意しつつ、構想区域の在り方を検討し、次
期医療計画の策定に合わせ、第二次医療圏と構想区域の
整合を図ることとした」ところであり、国の2040年頃を
見据えた新たな地域医療構想のガイドラインを踏まえ、
構想区域の在り方の検討を進める。

４）医療データ分析センターの活用
電子レセプト情報等を活用した受療動向等の分析を

行う「医療データ分析センター」において、地域医療
専門委員会や各圏域の調整会議で活用可能な資料を作
成し、更なるデータ分析の活用を図っていく。

（５）構想区域の見直し
昨年（2024）3月に策定した医療計画の策定過程に

おいて、二次医療圏の設定について検討した結果、二
次医療圏の統合等により、全体として医療提供体制が
向上するといった明確な変化が見られないことから、
現状維持することとしたが、「地域医療構想に基づく
構想区域を単位として、医療機関間の機能分化・連携
の議論を進めていることから、令和８年度以降の新た
な地域医療構想の策定に向け、都市部への医療資源の
偏在を加速させることのないよう留意しつつ、構想区
域の在り方を検討し、次期医療計画の策定に合わせ、
第二次医療圏と構想区域の整合を図ることとした」と
ころであり、今後の構想区域の議論の持ち方について、
検討を進める。
なお、現在、国では、2040年頃を見据えた新たな地

域医療構想のガイドラインの検討を進めていることか
ら、こうした動向についても、適宜情報共有を図る。
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